
● 高効率照明（LED照明。既存設備の更新に限る。）
● 空調設備（既存設備の更新に限る。）
● 電気冷蔵庫、電気冷凍庫（既存設備の更新に限る。）
● BEMS（ビルエネルギーマネジメントシステム）

対　象　設　備

※ 省エネ設備の更新等を行う施設を所有している中小企業等が対象（賃借している施設は対象外）。
※ 省エネアドバイザーの診断については、県環境共生課までお問い合わせください。

※「資本金の額又は出資の総額」、「常時使用する従業員の数」のいずれかを満たすこと。
※ 複数の業種に該当する場合は、直近の決算書において「売上高」が大きい方を主たる業種とする。
※「公務」、「分類不能の産業」は除く。
※「みなし大企業」は除く。
※ 直近２期連続で債務超過となっている中小企業等は除く。

※消費税及び地方消費税は補助対象経費から除く。
※どちらに該当するかは、県環境共生課にお問い合わせいただくか、ホームページをご覧ください。

福島県生活環境部環境共生課　〒960-8670 福島県福島市杉妻町2-16
電話：024-521-7813　FAX：024-521-7927　 E-mail：ontai@pref.fukushima.lg.jp問い合わせ先

 80万円（BEMS併設の場合100万円）

県内の地球温暖化対策推進法に定める地方公共団体
実行計画（区域施策編）策定市町村　に立地する場合
＊１福島市、郡山市、いわき市、会津若松市 他

県内 １／３以内

100万円１／２以内

対象施設の所在地 補助率 補助金額の上限

＊１

①「製造業」「建設業」「運輸業」
②「卸売業」
③「小売業」
④「その他の業種（①～③を除く）」

３億円以下
１億円以下
５千万円以下
５千万円以下

300人以下
100人以下
50人以下
100人以下

業種（日本標準産業分類で定める業種） 資本金の額又は出資の総額 常時使用する従業員の数

補助率等

　国又は県が派遣（若しくは斡旋）する「省エネアドバイザー」の診断を受け、
その助言に基づいて行う省エネ設備の更新等にかかる費用。

　県内の中小企業等である事業者のうち、省エネ設備の更新等を行う建物及
び設備を所有している者（個人事業主を含む）。

募集期間

● 福島県事業者向け省エネ対策推進事業補助金計画書（様式）に必要事項を記入し、
添付資料とともに、県環境共生課まで郵送又は持参してください。

　県では、省エネ意識の向上を図り、自主的な省エネルギー活動を支援するため、県内の中小企業等の
皆様を対象に省エネ設備の更新等に係る補助を行うこととし、以下により事業者の募集を行います。

令和３年度 福島県事業者向け

HP   福島県  省エネ対策　　検索

福島県の地球環境保全の
キャラクター「エコたん」

省エネ対策推進事業
補助金のお知らせ

令和３年 ７月30日（金）まで（17:00必着）

補助対象経費

補助対象者

裏面もご覧ください→



●事業内容：高効率照明等
●年間電気削減量：1,806kWh/年（約32.3％）
●普及啓発の内容
・省エネに関するポスターを掲示し、意識啓発を行いました。
・社内の朝礼で不要な照明の消灯徹底について、呼びかけました。
・省エネ効果に関するポスターを関係団体、取引業者及び学校などの
納品先に配布し、情報発信を行いました。

本事業の対象となるものは、以下の①～③の診断です。（予定）
①県が実施する省エネアドバイザー派遣事業（省エネ
診断）
「福島議定書」事業（事業所版）への参加により受け
ることができる、県が無料で実施する省エネアドバイ
ザー派遣（省エネ診断）です。
【実施主体】福島県
②福島県省エネ相談地域プラットフォームが実施する
省エネ診断
資源エネルギー庁が実施する省エネ相談地域プ

ラットフォーム構築事業による省エネ診断です。
【実施主体】福島県省エネ相談地域プラットフォーム
③国が実施する省エネ診断
資源エネルギー庁が実施する中小企業等に対する
省エネ診断です。
【実施主体】一般財団法人省エネセンター
※補助対象設備のほか、施設全体の診断を行います
ので、省エネ効果がより期待できます。

　事業所の皆様が、二酸化炭素排出量の削減目標な
どを定めた「福島議定書」を知事と取り交わし、自ら省
エネ・省資源などの地球温暖化対策に取り組んでい
ただく事業です。
　二酸化炭素排出量の削減状況や、工夫を凝らした
活動の実践など、優秀な取組をした団体を表彰する
こととしています。
　詳しくは、県環境共生課のホームページでご確認く
ださい。

① 申込を行う前に「省エネアドバイザー」の診断
② 県が実施する「福島議定書事業」への参加（２年間）
③ 県が実施する「みんなでエコチャレンジ事業」への協力（２年間）
④ 省エネの効果に関する従業員や地域住民への情報発信

省エネ
アドバイザーの診断

「福島議定書」事業

みんなでエコチャレンジ事業
　家庭部門における二酸化炭素排出量の削減を促進
するため、家庭でできる県民一人一人のちょっとした
省エネ・省資源活動を促す事業です。
　事業所の皆様には、従業員のご家庭に本事業への
参加を周知していただき、リーフレットの配付、応募は
がきの回収を行い、まとめて県環境共生課へ送付い
ただきます。
　詳しくは、県環境共生課のホームページでご確認く
ださい。

（２）県環境共生課において審査の上、補助対象者を指定します。
　  交付要綱等の詳細や書類の様式は、県環境共生課ホームページをご
覧ください。

HP  福島県 エコチャレンジ  　検索

HP  福島議定書 　検索

HP  福島県  環境創造資金　検索

事業者の一部負担あり

事業者の一部負担あり

取
組
事
例

令
和
２
年
度
の

（１）補助事業者には以下のことに取り組んでいただきます。（補助要件）

その他

補助事業の流れ

有限会社 片野製麺所は

省エネ 取り組みに ます。

早寝・早起き・家族団らん (同じ部屋で照明を共有 )を心がけ、使わ
ない部屋の照明はこまめに消す。1

テレビを見ないときは主電源を切る。2

エアコンのフィルターを月1回程度掃除する。3

食器を洗うときは温度設定を低めにし、夏場はお湯の使用を控える。4

冷蔵庫を開けている時間を短くし、物を詰め込み過ぎない。5

水道やシャワーはこまめに止める。6
室温は夏は28℃、冬は20℃を目安にし、冷暖房は必要な時だけつ
ける。7
車を運転するときは、エコドライブを実践する。
 ( ふんわりアクセル「eスタート」、加減速の少ない運転、早めのアクセルオフ、ア
イドリングストップなど )

8
①物を大切に使いゴミを減らす（リデュース）、②繰り返し使う（リユー
ス）、③資源として再利用する（リサイクル）といった3R（スリーアール）
を心がける。

9

お買い物をするときは、環境のことを考えて商品を選ぶ。
（地元の旬の食材（輸送エネルギーが少ない）、エコマーク等がついた商品など）

（出典：家庭の省エネ徹底ガイド 他）

10

家庭ではエコ道の
実践に取り組みましょう！

大型冷蔵庫の冷蔵ユニットを
最新のインバーター
冷蔵ユニットに更新

17.0％削減！

工場内の蛍光灯13台を
LED照明に更新

LED照明への更新により

消費電力を69.1％削減！

32.3％削減
効果想定される は電気使用量

効果は消費電力を 効果は蛍光灯の

有限会社 片野製麺所（二本松市）補助
事業者名

　本事業は、福島県環境創造資金を併
せて活用することができます。
　中小企業などの皆様が行う環境保
全のための施設等の設置・改善に必要
な資金を、県のあっせんにより取扱金
融機関を通じて融資する制度です。
　詳しくは、県環境共生課のホーム
ページでご確認ください。

省エネ診断
※令和３年７月
　30日（金）締切

計画書の提出 省エネ診断結果に基づく設備
導入の検討、見積（２社以上）

書類審査、
内示

交付
申請

交付
決定 ※交付決定後に事業着手

事業の着手（発注） 施工者への
支払い、完了報告

実績
報告

事業
確認

補助金
交付請求

補助金
交付

※平成31年４月１日～計画書募集締
切までに受診した診断を有効とする

福島県環境創造資金の活用


